
歳　入

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

1 9,193,800 31.5 8,719,600 30.7 474,200 5.4

2 129,500 0.5 126,800 0.4 2,700 2.1

3 6,000 0.0 7,000 0.0 △ 1,000 △ 14.3

4 68,000 0.2 59,000 0.2 9,000 15.3

5 95,000 0.3 63,000 0.2 32,000 50.8

6 141,000 0.5 131,000 0.5 10,000 7.6

7 1,450,000 5.0 1,480,000 5.2 △ 30,000 △ 2.0

8 28,000 0.1 25,000 0.1 3,000 12.0

9 49,000 0.2 328,000 1.2 △ 279,000 △ 85.1

10 5,800,000 19.8 5,600,000 19.7 200,000 3.6

11 9,000 0.0 9,000 0.0 0 0.0

12 383,366 1.3 309,010 1.1 74,356 24.1

13 330,131 1.1 324,275 1.1 5,856 1.8

14 5,330,420 18.2 4,867,076 17.1 463,344 9.5

15 2,326,801 8.0 2,150,230 7.6 176,571 8.2

16 23,120 0.1 12,888 0.1 10,232 79.4

17 245,839 0.8 285,400 1.0 △ 39,561 △ 13.9

18 1,398,638 4.8 1,328,043 4.7 70,595 5.3

19 1,547,889 5.3 1,460,283 5.1 87,606 6.0

20 677,300 2.3 1,135,100 4.0 △ 457,800 △ 40.3

29,232,804 100.0 28,420,705 100.0 812,099 2.9

≪主な増減理由≫ ※（　　）内は対前年度比増減額
○ 市 税

　　個人市民税
　　法人市民税
　　固定資産税
　　都市計画税

○ 地 方 特 例 交 付 金 定額減税制度に係る減税措置の減少に伴う減 （△279,000千円）

○ 地 方 交 付 税 令和６年度実績及び地方財政対策に基づく算定に伴う増 （200,000千円）

○ 国 庫 支 出 金 制度拡充による児童手当負担金の増 （413,657千円）
認定こども園への移行に伴う施設型及び地域保育給付費負担金の増（128,246千円）
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（92,794千円）

○ 府 支 出 金 認定こども園への移行に伴う施設型及び地域保育給付費負担金の増（58,517千円）
国勢調査委託金（48,590千円）
障害者及び障害児に対する支援事業に係る各種交付金の増（44,363千円）

○ 繰 入 金 減債基金繰入金（360,000千円）
ふるさと基金繰入金（70,000千円）
公共施設等整備基金繰入金（18,000千円）

○ 諸 収 入 デジタル基盤改革支援補助金 （156,884千円）

○ 市 債 公共施設等再編整備事業債（32,800千円）
小学校屋内運動場等空調設備設置事業債（△148,900千円）
臨時財政対策債（△100,000千円）
橋りょう整備事業債（△93,100千円）
上市法善寺線整備事業債（△74,500千円）
田辺旭ヶ丘線整備事業債（△60,700千円）

　 公共土木施設災害復旧事業債（△15,000千円）

（△41,500千円）
（ △1,300千円）

諸 収 入

市 債

歳　　入　　総　　額

賃上げによる個人市民税の増及び設備投資増加による法人市民税の増や、大規模マン
ション等の新築見込がないことによる固定資産税及び都市計画税の減などを見込む。

（  409,500千円）
（   83,400千円）

繰 入 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

法 人 事 業 税 交 付 金

令和７年度　一般会計歳入予算額の状況
（単位：千円、％）

区　　　　　　　　分
令和７年度当初 令和６年度当初 対前年度予算比較

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金


